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第１章 計画の概要 

 

 

１ 基本的な考え方 

 

(1) 基本理念 

 

 

 

 日本国憲法において、基本的人権は「侵すことのできない永久の権利」として保障され

ています。自分の人権が侵害されたり、他者の人権を侵害したりすることなく、互いの人

権を尊重しながら、人権を守るために市民が協力し合うことにより、すべての市民が安心

して生活できるまちになることをめざして計画を推進します。 

 

(2) 計画策定の趣旨 

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」では、「地方公共団体は、（同法律の）

基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及び

人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。」と規定しています。 

また、私たちのまわりでは、女性、子ども、高齢者、障がいのある人などのさまざまな

人権問題が発生していることから、今後市が取り組む人権教育及び人権啓発の取組の基本

的な方向を明らかにし、市民とともに基本理念を達成させるための計画を策定することと

しました。 

 

(3) 計画の性格 

本計画は、国の「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」を基とし、「第五次小千

谷市総合計画」との整合性を保ち、本市における人権教育及び人権啓発の施策を総合的

に進めるための指針となる計画です。 

また、市民との協働及び国、県、関係市町村、関係機関、関係団体との連携・協力によ

って実現していく計画です。 

 

(4) 計画の期間 

計画期間は 2019（平成 31）年度から 2023 年度までの 5 年間とします。 

 

 

 

 

 

互 い の 人 権 を 尊 重 し 、 支 え 合 い な が ら 

安 心 し て 暮 ら せ る ま ち の 実 現 を め ざ し て 
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２ 策定の背景 

 

(1) 国際的動向 

1948（昭和 23）年、国際連合の総会において、「すべての人民とすべての国とが達

成すべき共通の基準」として「世界人権宣言」が採択されました。その第１条では、「す

べての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。

人間は、理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければな

らない。」、第２条では、「すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他

の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかな

る事由による差別をも受けることなく、この宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有

することができる。」とうたわれています。 

以来、「世界人権宣言」の理念を実効あるものとするため、「国際人権規約」をはじめ、

「女子差別撤廃条約」、「児童の権利に関する条約」、「人種差別撤廃条約」など、多くの

人権に関する条約を採択し、人権が尊重される世界の実現をめざしてきました。 

また、1994（平成６）年の国連総会では、1995（平成７）年からの 10 年間を「人

権教育のための国連 10 年」とすることが決議され、「行動計画」が採択されました。 

その後、「人権教育のための国連 10 年」の最終年を迎えた 2004（平成 16）年に、

国連総会において「人権教育のための世界プログラム」が決議され、21 世紀を人権の世

紀とする活動が進められています。 

 

(2) 国・県の動向 

国では、基本的人権の尊重をうたった日本国憲法のもと、人権に関するさまざまな分

野において法の整備や各種施策を実施するとともに、国際社会の一員として、「国際人権

規約」などの人権に関する条約を批准し、人権が尊重される社会を形成するための取組

を進めてきました。 

1997（平成 9）年には、「人権教育のための国連 10 年」の国連決議を受け、「国内行

動計画」を策定し、関係府庁での取組を開始しました。 

また、我が国固有の人権問題である同和問題に関する取組については、1965（昭和

40）年に同和対策審議会の答申が提出され、1969（昭和 44）年に施行された「同和

対策事業特別措置法」をはじめ、1982（昭和 57）年に「地域改善対策特別措置法」、

1987（昭和 62）年に「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法

律」を施行し、各種施策を実施してきました。 

1996（平成 8）年、地域改善対策協議会の意見具申を受けて、1997（平成 9）年に

施行された「人権擁護施策推進法」に基づき、人権擁護推進審議会が設置されました。

同審議会の答申を受けて 2000（平成 12）年には「人権教育及び人権啓発の推進に関す

る法律」を施行しました。同法では、人権教育・啓発の推進についての国及び地方公共

団体の責務並びに国民の責務が明確にされました。そして同法に基づき、2002（平成
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14）年に「人権教育・啓発に関する基本計画」を策定しました。この計画において人権

尊重社会の実現に向け、人権教育・啓発を総合的かつ計画的に推進していく姿勢を示し

ています。 

近年では、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢

者虐待防止法）」、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

（障害者虐待防止法）」、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（配偶者暴力防止法）」、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者

差別解消法）」、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」、

「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（ヘ

イトスピーチ解消推進法）」、「部落差別の解消の推進に関する法律（部落差別解消推

進法）」など個別の人権問題ごとの法律が施行され、人権を守る仕組みづくりに向け、

継続した対応がなされています。 

  新潟県では、1978（昭和 53）年に同和教育を中核にした人権教育を推進するため、

「同和教育基本方針」を策定しました。 

2004（平成 16）年には、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づき、「新

潟県人権教育・啓発推進基本指針」を策定し、人権に配慮した施策を実施しています。

また、2010（平成 22）年には「新潟県人権教育基本方針」を策定し、学校教育及び社

会教育における人権教育の一層の推進と充実を図るよう取り組んでいます。 

さらに、2018（平成 30）年 1 月に策定した総合計画「にいがた未来創造プラン」に

人権啓発を位置付けて明記するとともに、「新潟県人権教育・啓発推進基本指針」の見直

しに着手しました。 

 

３ これまでの小千谷市の取組 

  本市では、「おぢや男女共同参画プラン」に基づく、男女共同参画社会の実現に向けた

取組をはじめ、人権講演会の開催や人権擁護委員による相談活動、各種行事における啓

発活動等を行い、人権意識の高揚に取り組んできたほか、2016（平成 28）年からは  

本人通知制度を導入し、住民票の写しなどの不正請求や不正取得の抑制と個人の権利侵

害の防止を図っています。 

  また、子育てや福祉分野では、「小千谷市子ども・子育て支援事業計画」、「小千谷市高

齢者福祉計画・介護保険事業計画」、「小千谷市障がい者計画・障がい福祉計画」を策定し、

子どもや高齢者、障がいのある人に対しても、安心して暮らせるための取組を進めてきま

した。 

学校教育では、教職員が人権感覚を磨き、指導力を高めるための研修を年２回以上実

施し、子どもたちの人権感覚を豊かにする教育を進めてきました。 
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第２章 意識調査の結果から 

 

１ 市民意識調査の結果 

 

市民の人権に関する意識・実態等を把握し、本計画策定のための基礎資料とするとと

もに、今後の施策に反映させることを目的として以下のとおり意識調査を実施しました。 

 

   ・調査対象  2017（平成 29）年 9 月 30 日現在小千谷市在住で、 

16 歳以上の市民 1,000 人 

・抽 出 法  住民基本台帳から無作為抽出 

・調査方法  配布・回収とも郵送 

   ・回 収 数  505 件 （回収率：50.5％） 

 

  調査の報告書は小千谷市のホームページで公開していますが、その中から主な調査結

果について紹介します。 

 

○あなたの性別は（記入したくない場合は、 

記入は不要です。） 

                                      

                                         

  

 

 

 

○あなたの年齢は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               

性別等 回収数 割合(％) 

女 性 259  51.3 

男 性 234  46.3 

無回答  12   2.4 

合 計 505 100.0 

年 代 回収数 割合(％) 

10 歳代   24    4.8 

20 歳代   52   10.3 

30 歳代   64   12.7 

40 歳代   64   12.7 

50 歳代   78   15.4 

60 歳代   86   17.0 

70 歳代   93   18.4 

80 歳代   42    8.3 

無回答    2    0.4 

合 計 505 100.0 
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○あなたは人権や差別の問題に関心がありますか。 

 

「少し関心がある」が最も多く、「関心がある」と合わせると全体の約 8 割を占めて

います。 

 

 

○あなたの身のまわりでは、人権が守られていると思いますか。 

 

   「守られている」と「だいたい守られている」を合わせると 8 割を超えていますが、

「守られていない」と回答した方もいました。 

 

 

 ○あなたは今まで、自分の人権が侵害されたと感じたことがありますか。 

 

   「ない」の回答が過半数を占めていますが、性別で比較すると、「人権が守られてい

ない」・「人権を侵害されたと感じたことがある」の回答が、いずれも男性より女性の

方が高い割合を示しました。 
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 ○人権が侵害されたと感じたことがあると回答した方は、どのような場面で感じました

か。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「うわさ、悪口、かげ口を言われた」が最も多い結果となりました。次に「いじめ、

仲間はずれ、いやがらせを受けた」、「名誉や信用を傷つけられたり、屈辱を受けたりし

た」、「パワー・ハラスメントを受けた」、「プライバシーを侵害された」が特に多い結果

となりました。この他に「就職差別を受けた」、「セクシャル・ハラスメントを受けた」、

「保護者や教師などから体罰を受けた」などが続きます。 
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 ○人権が侵害されたと感じた場合、どのような対応を取ると思いますか。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「家族や友人など身近な人に相談する」が突出して多く、「相手に抗議するなど自分で

解決と努める」「県や市に相談する」「警察に相談する」と続いています。 
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○あなたはどの人権問題に関心がありますか。 
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○小千谷市が人権教育・啓発を推進していくために、今後特にどのような取組が必要だ

と思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「学校での教育の充実」が最も多い結果となりました。続いて「啓発活動の充実」や

「相談体制の充実」が、市民から求められている取組の上位を占めています。 

 

 

２ 考察 

 

  調査の結果から、本市においても人権侵害が起こらない取組や、互いの人権を尊重す

るために意識の改善をしていく必要があります。 

  世代によって認識の違いが見られることから、あらゆる世代が意識を改善していくた

めに、保育の場、学校、職場、家庭、地域社会など、さまざまな場において教育や啓発

を推進していくことが必要です。 

  また、意識が改善されても、それに伴わない制度や施策のままでは、問題の解決には至

りません。それぞれの分野別に、より具体的に対応可能な改善策をあげて取り組んでいく

ことが求められます。 
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第３章 さまざまな場における人権教育・啓発の推進 

 

１ 学校等における人権教育の推進 

 

 (1) 現状と課題 

各学校では、「人権教育、同和教育全体計画」を策定し、学年の発達段階に応じた指導

を計画的に行っています。継続した指導により、児童生徒の人権意識の醸成や偏見・差

別を見抜く力が高まっています。 

また、教職員の人権感覚を高めるために、人権教育、同和教育に関わる教職員研修を

年 2 回以上実施するとともに、現地研修も積極的に行い、差別の実態を学ぶ機会を設け、

「かかわる同和教育」を推進しています。 

同じく学校においては、人権教育や同和教育に関する授業を公開し、人権について保

護者とともに話し合う場を設け、保護者への啓発にも努めています。 

保育園と認定こども園では、家族や友達など人との関わりや自然とのふれあいを通し

て、思いやりの心、友達を大切にする心、助け合う心、命の尊さなど、人間形成の基礎

が培われる大切な時期にある乳幼児が安全で安心できる環境を整え、豊かな人間性を育

む保育、教育に努めています。 

人権に関する市民意識調査においても、子どもの人権を守るためには、「子どもの人権

に関する学校教育、社会教育、家庭教育を充実させることが必要」が最も多い回答であ

り、今後も引き続き、幼保小中高で連携して学校や保育の場での人権教育の充実を図っ

ていく必要があります。 

 

 (2) 今後の取組 

○発達段階に応じた人権教育の推進 

・保育園等では、乳幼児の発達段階に合わせて、友達との関わりを深める中で、一人ひと

りを大切にする豊かな心を育む保育、教育に努めます。 

・動植物の飼育や栽培を通して、命を大切にする心を育みます。 

・多岐に渡る偏見や差別の問題について、学校教育全体を通して児童生徒に指導してい

きます。 

・児童生徒一人ひとりの状況を丁寧に見取り、差別を見逃さず、許さない心を育てます。 

○教職員・保育士等の研修機会等の充実 

・教職員の人権感覚を高める研修や取組を、今後も継続して行います。 

・保育園等では、人権に配慮した教育・保育指導を心掛け、保育士等の人権に関する認

識向上・意識高揚を図るために各種研修に積極的に参加します。 

○保護者に対する人権教育 

・保護者に対する人権意識の高揚を図るため、人権教育に関わる授業参観を引き続き実

施していきます。 
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２ 家庭や地域における人権啓発の推進 

 

 (1) 現状と課題 

人権に関する市民意識調査において、同じ家庭内でも、親の世代と子どもの世代で、「男

女の役割分担などへの意識の違いを感じる」などの意見がありました。これは、時代に

よって学校における教育内容や社会通念に違いがあり、年代によって意識に違いが生じ

たと推測されます。現在学校に通っている世代は、学校において人権教育を受けること

ができますが、既に学校教育を終えた世代に対する人権意識の改善を図るには、家庭に

対しての情報提供や、地域活動等においての周知活動を推進していく必要があります。 

また、「保護者からの体罰を受けた」、「ドメスティック・バイオレンスを受けた」、「育

児放棄」など家庭内における人権侵害や、ＳＮＳもその手段となっている「インターネ

ット上での人権侵害」が問題としてあげられていることからも、各家庭に対しての人権

啓発が必要です。 

 

 (2) 今後の取組 

○各家庭に向けた情報提供 

・各家庭に対し、さまざまな媒体を活用して、人権問題についての啓発を推進するため 

の情報提供に取り組み、人権意識の高揚を図ります。 

・家庭内における人権侵害の発生を防ぐため、相談・支援体制の充実に努めます。 

・いじめの手段としてＳＮＳが使われていることを保護者に周知し、ＳＮＳの正しい利

用方法についての理解を図ります。 

・人権に関する講演会等を開催し、幅広い世代を対象とした人権啓発に取り組みます。 

○地域活動における人権啓発 

・いきいきサロンや高齢者学級への講師派遣など、地域での活動において人権意識の改

善に取り組みます。 

・公民館分館等と連携しながら、子どもと高齢者等、世代間の交流や体験活動を通して

お互いの人権問題への理解を深めるように努めます。 

・地域の実情を踏まえつつ、家庭と地域の教育力を高めるため、人権に関する学習機会

の提供や地域と家庭との連携強化等に努めます。 
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３ 事業所等に対する人権啓発の推進 

 

 (1) 現状と課題 

各事業所は、地域社会を構成する一員として地域社会に大きな影響を与える社会的責

任を自覚するとともに、職場で働く一人ひとりの人権を尊重する重要性を十分に認識し、

すべての人々が住みよいと思える地域社会づくりに努めることが求められています。 

しかし、人権に関する市民意識調査において、「パワー・ハラスメントを受けたことが

ある」と回答があり、女性の人権問題で「職場で男女の待遇が違う」、障がいのある人の

人権問題で「就職の際や職場で不利な扱いを受ける」、「働ける場所や能力を発揮できる

機会が少ない」と回答があることから、職場での人権問題が見受けられることが分かり

ます。 

また、「高齢者の人権について問題があると思うことはどのようなことか」との設問に

おいて、「看護や介護で不十分な対応や虐待があること」の回答が多くあり、高齢者の人

権を守るための設問でも「病院や福祉施設において、十分な対応と虐待防止を徹底する」

の回答が多くありました。 

他にも、ワークライフバランスが軽視され、長時間労働・過密労働などが原因で休職

をせざるを得ないなど、心身の不調者の増加が大きな社会問題となっています。 

これらの現状を踏まえると、人権に関わりの深い事業所等に対しては、より高い人権

意識が求められていると考えられます。 

事業所等に対しては、職場におけるハラスメントや虐待の防止、公正な職員募集・採

用選考実施の啓発や労働相談窓口の周知などのチラシの配布やホームページにおける情

報提供を継続して行うことで、意識啓発の強化に努めていくとともに、関係機関との連

携強化を図っていく必要があります。 

 

 (2) 今後の取組 

○事業所等に対する人権啓発の推進 

・事業所へ訪問し、公正採用等の啓発を継続するとともに、各種情報の提供・周知につ

いても継続して実施していきます。 

・専門相談窓口（新潟県の労働委員会・男女平等推進相談室など）の周知についても継

続して実施していきます。 

○人権に関わりの深い事業所等に対する人権啓発 

・福祉や保健・医療関連事業所など、特に人権と関わりの深い事業所に対しての情報提

供や啓発を強化します。 
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４ 市職員に対する人権教育の推進 

 

 (1) 現状と課題 

市職員は多くの市民と接することから、高い人権意識を持つとともに人権尊重の視点

に立って職務を遂行することが必要です。また、人権問題に率先して取り組んでいく立

場にあるため、さまざまな取組を行うことが求められます。 

市職員に対しては、これまでも人権について取り上げた内部研修や他機関が実施する

研修への職員の派遣などを実施し、職員が人権に対する正しい理解を身に付け、適切な

対応を取ることができるよう努めてきました。 

しかし、部署によって、研修への参加の機会や人権問題に触れる機会に差があること、

新たに発生する人権問題など社会情勢によって変化がある中で、新しい情報を職員の間

で共有する機会が限られていることなど、課題があるのが現状です。 

人権に関する問題は、あらゆる部署においての対応や、インターネット等も含めた広

報等で発生する可能性があります。人権問題を生じさせないためにも、職員一人ひとり

が高い人権意識を持ち、すべての職員に対して人権教育を実施していくことが必要です。 

 

 (2) 今後の取組 

 ○職員の人権意識の向上 

・すべての職員を対象とした人権研修を実施します。 

・研修内容の充実に努めます。 

・県をはじめとした他の機関が実施する人権に関する講演会や研修等にも、さまざまな

部署の職員を参加させるよう取り組みます。 

・人権問題や人権に関する意識は常に変化していくことが考えられるため、職員間で新

しい情報を共有するよう努めます。 
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５ 相談体制の充実 

 

 (1) 現状と課題 

本市では、人権問題に関する相談があった場合、市民生活課が窓口となり、その内容

により、人権擁護委員や法務局をはじめとした関係する相談員や相談機関につなぐ体制

となっています。人権問題としての相談は年間を通じてもほとんどありませんが、それ

は人権問題が起きていないからとは言い切れません。 

人権に関する市民意識調査における、「人権が侵害されたと感じた場合、どのような対

応を取るか」との設問では、「家族や友人など身近な人に相談する」が最も多く、「相手

に抗議するなど自分自身で解決しようと努める」が続いています。公共機関に相談する

割合が低くなっていることから、相談窓口のさらなる周知が必要となっています。 

また、人権に関する市民意識調査における多くの人権問題の対策として、「相談体制の

充実」が上位にあげられていることからも、より利用しやすい相談体制の整備が求めら

れていると考えられます。 

 

 (2) 今後の取組 

 ○相談窓口の充実 

 ・相談を受ける相談員や職員等がより適切な対応ができるようにするため、人権問題に

関する知識を高めていくよう取り組みます。 

 ○相談窓口の周知 

 ・人権に関する問題は幅広いため、市民がどこに相談をしたらよいか分からないという

場合が考えられます。問題の内容により窓口が容易に分かるよう周知方法を改善し、

情報提供に努めます。 

 ○関係機関との連携 

・相談内容により、より専門性の高い相談窓口に速やかにつなぎ、協力して対応できる

よう、関係機関との連携を強化します。 
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第４章 分野別の人権教育・啓発の推進 

 

 

１ 女性 

 

 (1) 現状と課題 

本市は、男女共同参画社会の実現に向けて、2002（平成 14）年に「おぢや男女共同

参画プラン」を策定して以降、計画に基づき、これまでに各種施策を推進してきました。

2017（平成 29）年には、男女共同参画に関する市民、事業所意識調査及び「第 3 次お

ぢや男女共同参画プラン」に基づく各施策の取組状況、社会状況の変化などを踏まえ、

基本目標、重点目標を見直し、今後の男女共同参画施策を推進するため、「第 4 次おぢや

男女共同参画プラン」を策定し、各種施策に取り組んでいます。 

しかし、女性の自立や参加は着実に進んでいるものの、依然として固定的な性別役割

分担意識の解消や方針決定過程への女性の参画、男女間のあらゆる暴力の防止など、多

くの課題が残されています。 

人権に関する市民意識調査では、「男女の固定的な役割分担意識がある」をはじめ、「職

場で男女の待遇が違う」、「マタニティ・ハラスメントを受ける」、「セクシャル・ハラス

メントを受ける」などが、特に問題があると思っていることとして高い数値を示しまし

た。 

 

意識調査結果：女性の人権について、特に問題があると思うこと 
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(2) 今後の取組 

 ○男女共同参画社会の推進 

 ・男女が互いに人権を尊重しつつ責任を分かち合い、性別にとらわれず、それぞれが個

性や能力を発揮できる男女共同参画社会の実現を目指し、「おぢや男女共同参画プラン」

に基づいた取組を進めます。 

 ・男女共同参画を進めるための意識づくりとして、固定的な性別役割分担意識を解消し

ていくための情報提供や啓発活動に努めます。また、学校などにおける男女平等や人

権の尊重の意識づけを図るための教育を推進します。 

 ・方針決定過程への女性の参画を拡大し、地域活動や地域防災などの活動に対等に参画

できるための取組を促進します。 

 ○男女間の暴力の防止 

 ・ドメスティック・バイオレンス防止のための体制を整え、男女の性の尊重と生涯にわ

たり心身の健康が維持できるよう、男女間におけるあらゆる暴力の防止に向けた意識

啓発と、相談・支援体制の充実に努めます。 

 

  意識調査結果：女性の人権を守るためには、どのようなことが必要だと思いますか。 
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２ 子ども 

 

(1) 現状と課題 

子どもの人権が尊重され、心身ともに健やかに育つためには、すべての家庭が安心して

子育てができる環境整備が必要です。本市では「小千谷市子ども・子育て支援事業計画」

に基づき、地域全体で子育て家庭の支援を推進しています。 

しかし、少子高齢化による家族形態の変化や就労の多様化、地域社会の繋がりの希薄化

などにより、子育てに関する悩みや不安を抱いている子育て家庭が多くなっています。 

人権に関する市民意識調査においても、「保護者などが、育児放棄などのネグレクトに

よる虐待をすること」が特に問題があるとの回答が多くありました。少子化傾向の中で、

児童虐待を含む家庭児童相談室における相談受付児童数は増加傾向にあり、2016（平成

28）年度の相談受付児童数が 248 人（うち虐待受付児童 37 人）だったのに対し、201

７（平成 29）年度は 279 人（うち虐待受付児童 36 人）でした。特に人権侵害である

児童虐待を防ぐために、早期発見・早期対応を図る必要があります。 

また、学校教育においては、現在いじめが大きな問題であり、人権に関する市民意識調

査においても関心の高さが見られます。本市の学校でも、いじめの認知件数は相当数あり、

いじめの未然防止や早期発見・即時対応に努める必要があります。 

同じく人権に関する市民意識調査において、いじめの問題について「いじめられる人が

悪い」、「いじめる人が悪いが、いじめられる人にも問題がある」を合わせた回答の割合が

25.4%という結果となりました。このような、いじめられる側に原因があるという考え

は、いじめられている人が相談しにくい状況を生み出すことにつながると考えられるため、

いじめに対する認識について啓発していかなければなりません。 

さらに、人権に関する市民意識調査の特に問題があることとして「経済的理由で十分な

教育を受けられない子どもがいること」にも多くの回答があり、経済的支援の必要性につ

いて把握することが求められています。 
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意識調査結果：子どもの人権について、特に問題があると思うことはどのようなことで

すか。 

 

 

 

意識調査結果：学校における子どもの「いじめ」問題についてどのように考えますか。 
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【年代別】 

 
 

(2) 今後の取組 

○子どもの人権を守るための体制（相談、支援）の充実 

・気軽に子育て相談ができる体制の整備とともに、子育て家庭が必要とする情報を適切

に提供し、子育てを支援していきます。 

・学校では、「いじめは、どの子にも、どの学校でも、起こりうる」問題であることを認

識し、早期発見・即時対応に努めます。また、「いじめられる人にも問題がある」とい

った考えの改善を進めることで、早期発見につなげられるよう取り組みます。 

・いじめや体罰など、被害者である子どもたちが SOS を発信できる場として、スクール

カウンセラーなどを学校に配置し、子どもたちの心の安定を図ります。また、いじめ

相談メールや子ども SOS ダイヤルなど、困ったときに相談できる機関を周知します。 

・子どもの虐待防止に向けて、相談体制を整備し、「小千谷市子どもを守る地域連絡会」

を中心として、関係機関と連携しながら、早期発見・早期対応・再発防止に努めます。 

・児童虐待について、学校及び教職員には早期発見義務及び通告義務があることを認識

し、組織的かつ速やかに対応していきます。 

・経済的な支援を必要とする家庭の把握に努め、子どもが教育を受ける上で支障が出な

いよう取り組みます。 

○子どもの権利擁護の推進 

・家庭、地域、保育園、認定こども園、学校において、子ども自身の意見が尊重され権

利が保障される環境づくりに努めます。 
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意識調査結果：子どもの人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。 
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３ 高齢者 

 

 (1) 現状と課題 

  我が国では高齢化が急速に進行しています。本市も例外ではなく、2018（平成 30）

年 4 月 1 日現在における高齢化率は 33.09％と高い数値を示しており、そのうちひとり

暮らし高齢者は 1,121 人、高齢者のみの世帯は 1,312 世帯であり、年々高齢化が進ん

でいます。高齢者の中には、認知症の人など、自分の意志だけでは尊厳ある暮らしを続

けられなくなる人も増加しています。 

本市では、現在「小千谷市高齢者福祉計画、第７期介護保険事業計画」を基に、高齢

者の生きがいづくり、社会参加支援等の施策などを推進しています。 

また、人権に関する市民意識調査などにおいても、高齢者に対する身体的・精神的虐

待が問題としてあげられています。本市では小千谷市高齢者虐待対応マニュアルに基づ

き、対策に取り組んでいますが、2017（平成 29）年度の虐待認定者は 2 人、地域包括

支援センターの虐待相談延件数 78 件（実人員 18 人）、成年後見制度を含む権利擁護相

談延件数 63 件（実人員 29 人）で、相談件数は増加傾向にあるため、今後も引き続き対

策に取り組んでいく必要があります。 

 

意識調査結果：高齢者の人権について、特に問題があると思うことはどのようなことで

すか。 
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 (2) 今後の取組 

 ○高齢者が安心して暮らせる環境の整備 

・高齢者が住み慣れた地域でできるだけ長く生活を継続できるように、地域包括ケアの

体制整備を推進していきます。 

・困ったときの公的相談窓口として、地域包括支援センターの機能強化を図り、安心し

て暮らすための生活支援を行っていきます。 

・認知症の本人と家族が安心して地域での生活を続けられるよう、認知症総合対策事業

を継続していきます。 

・高齢者の生きがい活動推進として、老人クラブ活動に対する支援に取り組みます。 

・就労の場の確保・創出については、シルバー人材センターの充実やシルバーワークプ

ラザの利用促進を進めていきます。 

・生活支援体制整備事業の中で、地域支え合いづくりを推進していきます。 

○高齢者の権利擁護の推進 

・認知症などで判断能力が充分でない高齢者や、その家族等への成年後見制度の紹介や、

高齢者虐待防止、消費者被害の防止など、高齢者に関する権利擁護に適切に対応する

ために地域包括支援センターと連携して支援を行います。 

 

意識調査結果：高齢者の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。 
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４ 障がいのある人 

 

(1) 現状と課題 

本市では、障がいのある人もない人も一人ひとりが互いに尊重し、支え合う社会をめ

ざしています。しかし、障がいのある人やその家族に対する偏見や誤解などから、周り

の人の理解が十分とは言えません。そのため、障がいのある人の人権や障がいに対する

正しい知識の普及、啓発と環境整備が必要です。 

障がい者虐待防止センターでは、虐待の防止や早期発見等の取組を行っています。ひ

とりで抱え込んだり放置したりしないよう、相談体制の整備に努めていく必要がありま

す。また、行政機関等における障がいを理由とする差別の禁止に関しては、「小千谷市障

がい等を理由とする差別の解消の推進に関する職員対応要領」を策定して適切に対応し

ています。 

人権に関する市民意識調査における、障がいのある人の人権についてでは、半数以上

の方が「働ける場所や能力を発揮できる機会が少ないこと」が特に問題があると思うこ

ととして回答しています。また、障がいのある人の人権を守るために特に必要なことと

して、「障がいのある人と共に活動できる環境整備を促進する」、「障がいのある人の就業

機会を確保する」、「障がいのある人が自立して生活できる道路や施設の整備を推進する」

とした人が上位を占めていることから、就労や社会参加の場の確保にも努める必要があ

ります。 

さらに、「差別的な発言や行動を受けること」、「就職の際や職場で不利な扱いを受ける

こと」を問題があると思う人や、「障がいのある人のための相談・支援体制を充実させる」、

「障がいのある人の人権に関する学校教育、社会教育、家庭教育を充実させる」を特に

必要と思う人も多くいます。差別の解消や虐待の防止だけでなく、成年後見による権利

擁護の推進も必要です。 
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意識調査結果：障がいのある人の人権について、特に問題があると思うことはどのよう

なことですか。 

 

 

 

(2) 今後の取組 

○障がいのある人の権利擁護の推進 

・成年後見制度利用支援事業を推進し、制度に関する相談や手続きなどの支援に取り組

みます。 

・「障がい者虐待防止センター」業務において、障がい者虐待の早期発見、早期対応に努

め、速やかな支援に結び付けるよう取り組みます。 

・「小千谷市障がいを理由とする差別の解消の推進に関する職員対応要領」に基づき、窓

口等において差別的取扱いの禁止と合理的配慮の提供について適切に対応します。 

・相談窓口を明確にし、小千谷市地域自立支援協議会において相談や紛争の防止及び解

決等に適切に対応するため協議を行います。 

○障がいのある人が安心して暮らせる環境の整備 

・公共機関だけでなく、民間事業者や市民等にもユニバーサルデザインに配慮するよう

働きかけます。 

・市民や企業を対象として、障がいに対する理解や障がいのある人の雇用促進に向けた

研修会・学習会を開催します。 

・障がいのある人の自立を支援するため、就労や職業訓練の場の確保に努めます。 

○障がいのある人への理解を深める教育・啓発の推進 

・市民や企業に対して、障がいに関する差別の解消に向けて、啓発活動を行います。 
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○相談支援体制の充実 

・障がい者基幹相談支援センターを中核とし、障がいのある人やその家族が気軽に相談

でき、適切な助言を受けられるような相談支援体制の充実をめざします。 

 

 

 意識調査結果：障がいのある人の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと

思いますか。 
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５ 同和問題 

 

 (1) 現状と課題 

1965（昭和 40）年に国に提出された同和対策審議会の答申では、同和問題について、

「日本社会の歴史的発展の過程において形成された身分階層構造に基づく差別により、

日本国民の一部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の状態におかれ、現代社会にお

いてもなお、いちじるしく基本的人権を侵害され、特に近代社会の原理として何人にも

保障されている市民的権利と自由を完全に保証されていないという、もっとも深刻にし

て重大な社会問題である。」と述べています。 

国では、この答申を受けて、1969（昭和 44）年に「同和対策事業特別措置法」を制

定し、以来、部落差別をなくすためのさまざまな事業を実施してきました。 

「同和地区のことや差別があることを口に出さないで、そっとしておけば自然に差別

はなくなる」という考え方を「寝た子を起こすな論」と言いますが、身元調査により同

和地区出身者が就職・結婚差別を受けたり、インターネット上で差別事案が発生してお

り、決して差別は自然にはなくならないということを表しています。 

このように、現在もなお部落差別が存在するため、2016（平成 28）年 12 月に「部

落差別解消推進法」が制定されました。この法律では地方公共団体は国と連携を図り、

地域の実情に応じた施策を講じるよう努めることとしています。 

人権に関する市民意識調査においては、「同和問題や同和地区があることを知っている」

は 49.7％、「知らない」は 44.0％であり、ほぼ半数が「知らない」と回答しています。

若い年代ほど「学校の授業で教わった」と回答する割合が高くなっていますが、今後も

学校における同和教育を継続するとともに、市民に対する啓発が必要です。 

また、差別につながる恐れのある「身元調査」については、「よくないことだと思うが、

ある程度はしかたがないことだと思う」が 49.4%で最も多く、「身元調査をすることは、

当然のことだと思う」の 6.7%と合わせると、56.1％が「身元調査」を肯定する結果と

なりました。このことから、身元調査が人権侵害につながる恐れがあることについて周

知する必要があります。 

そして、前述しました「部落差別解消推進法」の、本市における認知度は低く、この

法律を周知するとともに、部落問題について、幅広い年代に対しさまざまな場を通じて

啓発していく必要があります。 

 

 

意識調査結果：「部落差別解消推進法」が制定施行されたことを知っていますか 
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意識調査結果：同和問題について、特に問題があると思うことはどのようなことですか。 

 

 

 

 意識調査結果：同和問題や同和地区があることを知っていますか。 

 
 

 【新潟県 2018（平成 30）年度調査結果】 
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【年代別（小千谷市）】 

 

 

意識調査結果：同和問題や同和地区について初めて知ったきっかけは、何ですか。 
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意識調査結果：「身元調査」についてどのように考えますか。 

 

 

【新潟県 2018（平成 30）年度調査結果】 

 

 

 【年代別（小千谷市）】 
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 (2) 今後の取組 

 ○同和問題への理解を深める教育・啓発の推進 

 ・学校教育においては、「人権教育、同和教育全体計画」を基に人権同和教育を計画的に

進め、教職員に対しては、年 2 回以上の研修を実施し、人権感覚を高めるよう取り組

みます。また、人権教育や同和教育に関する授業を公開し、保護者への啓発にも努め

ます。 

 ・市職員に対しての同和問題に関する研修や講演会等の学習機会を設け、資質の向上を

図ります。 

 ・市民への啓発として、各家庭への広報や講演会及び研修等の実施により、同和問題へ

の理解を深められるよう取り組みます。 

 ○同和問題の相談体制の充実及び周知 

・同和問題に関する相談や差別事象があった場合は、関係機関等と連携して対応してい

きます。また、相談体制についてホームページ等で周知します。 

○本人通知制度の推進 

・身元調査が人権侵害につながる恐れがあることを啓発するとともに、身元調査の抑止

を図るため、本人通知制度を普及させ、登録者をさらに増加させるよう努めます。 

 

意識調査結果：同和問題を解決するためには、特にどのようなことが必要だと思いますか。 
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６ 外国籍住民等 

 

 (1) 現状と課題 

本市には 2018（平成 30）年 3 月 31 日現在で、183 人の外国籍住民が住民登録を

しており、小千谷市の人口の 0.5％にあたります。国籍別ではフィリピンが 97 人で外国

籍住民全体の 53.0％、次いで中国・台湾が 47 人で全体の 25.7％を占めています。 

外国籍住民等が支障なく本市で暮らしていけるよう、毎年公民館で小・中学生及び成

人を対象とした「外国人のための日本語教室」を開催してきたほか、学校での日本語指

導員の配置や、ホームページの外国語での閲覧、外国語の転入時配布用チラシの用意な

どに取り組んできました。 

また、民間の国際交流団体による、外国籍住民等と交流する催しも恒例になっています。 

しかし、人権に関する市民意識調査において、「近隣や地域の人との交流や理解を深め

る機会が少ないこと」が問題と思うという回答が多かったことから、外国籍住民等との

理解を深めていくためには、交流の機会をさらに増やしていくことが望まれています。 

また、国内では「ヘイトスピーチ」が問題化していますが、外国籍住民等に対する差

別や偏見が問題となっている地域もあり、そのような行為が決して本市で起こらないよ

うに取り組んでいかなければなりません。 

 

 意識調査結果：外国籍住民等の人権について、特に問題があると思うことはどのような

ことですか。  
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 (2) 今後の取組 

 ○外国籍住民等との交流の機会の充実 

 ・外国の文化や生活習慣、歴史等の理解不足から生じる差別や偏見を解消するため、正

しい認識と理解を深める啓発を推進します。 

 ・市民が直接交流することにより外国籍住民等への理解を深められるよう、民間の国際

交流団体への支援を強化し、市民協働による国際交流の機会の充実を図ります。 

 ○外国籍住民等のための相談・支援体制の充実 

 ・外国籍住民等に向けたガイドブックの作成・配布や、災害時の外国籍住民等への対策

として、避難所等の表示看板や防災パンフレットなどを多言語表記にするなど、外国

籍住民等への情報提供を充実させます。 

 ・外国籍住民等が日本語を習得する支援のために、今後も「外国人のための日本語教室」

を開催し、学校においても、児童生徒の日本語習得のための支援に努めます。 

  

 意識調査結果：外国籍住民等の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思

いますか。 
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７ 感染症患者等 

 

(1) 現状と課題 

  ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）に感染したことにより、免疫力が低下し、病気が発

症してしまった患者をエイズ患者といい、未発症の感染者をＨＩＶ感染者といいます。

ＨＩＶは、感染力が弱く、感染経路が限られた予防可能な感染症であることが現在では

明らかになっています。 

しかし、1985（昭和 60）年に日本で最初のエイズ患者が確認された当時は、同性愛

者や薬物中毒者等の特別な人がかかるというイメージや、エイズの恐ろしさを強調した

報道により、誤解や偏見が広まったために、感染者を潜在化させ、感染の拡大につなが

る危険性が指摘されています。 

また、ハンセン病は、らい菌という細菌による感染症ですが、感染力は極めて弱く、

万一感染しても、現在では後遺症もなく治癒できます。 

しかし、隔離が不要であることが明らかになっても、後遺症の見た目などから強制隔

離を継続し、また国民に誤った知識を流布したことで、元患者に対する差別を招き、そ

の影響は今も根強く残っています。 

いずれも感染症に対する不正確な知識や思い込みにより、感染者等が職場や医療現場

で差別されたり、プライバシーを侵害されたりしてきたと考えられますので、感染症に

ついての正しい知識の普及と理解を深めるための啓発活動を推進し、病気によって患者

やその家族が差別や偏見を受けることのない地域づくりをしていく必要があります。 
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 意識調査結果：感染症患者等の人権について、特に問題があると思うことはどのような

ことですか。 
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 (2) 今後の取組 

 ○感染症患者等に関する正しい知識の普及・啓発活動の推進 

 ・感染症に関する正しい知識を義務教育の中でも教育し、感染症患者等に対する偏見や

差別を生み出さないようにするとともに、感染予防の普及を図ります。 

 ・市民に対して、感染症患者等に対する偏見や差別をなくすための広報・啓発活動に取

り組みます。 

 ・啓発活動の一環として、結核予防週間、エイズ検査普及週間、世界エイズデー、ハン

セン病募金強化月間等の国や県等の啓発事業を周知していきます。 

 ○相談体制の充実 

・保健所のエイズ検査相談窓口などの、感染症に関する相談窓口等を広く市民に周知し

ていきます。 

 

意識調査結果：感染症患者等の人権を守るためには、特にどのようなことが必要だと思

いますか。 
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８ インターネット上での人権侵害 

 

(1) 現状と課題 

  近年、インターネットの急速な普及は、利用者に大きな利便性をもたらしている一方

で、インターネットの匿名性や情報発信の容易さ等を悪用して、他人を誹謗中傷する、

プライベートな情報を無断で公開するなどの人権を侵害する行為が発生していることも

問題となっています。 

また、インターネット利用者の低年齢化が進んだことにより、ＳＮＳを介して子ども

同士の中傷の書き込みや仲間はずしをする場になっており、その状況を把握することも

難しくなっていることから、特に子どものインターネット利用に対する対策を行う必要

があります。 

こうした状況を考慮し、国は、2002（平成 14）年に「プロバイダ責任制限法」を施

行し、発信者情報の開示要求や被害者からの削除要請が認められるようになりました。

2009（平成 21）年には「青少年ネット規制法」を施行し、青少年を有害情報から守る

ために、インターネット接続事業者等にフィルタリング（閲覧制限）サービス等の提供

が義務付けられました。 

しかし、そのような規制を強化しても、いったんインターネット上に掲載された情報

は急速に拡大し、その情報を完全に削除することは極めて困難であるため、決定的な解

決には至らない場合があります。そのため、規則や罰則を強化するだけでなく、子ども

を含めたインターネット利用者に対して教育や啓発をしていくことが必要です。 

 

意識調査結果：インターネット上での人権侵害について、特に問題があると思うこと 
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 (2) 今後の取組 

 ○情報モラルの啓発 

 ・学校では、児童生徒が中傷の書き込みや仲間はずしをするなどのインターネット上の

問題や犯罪に巻き込まれないように指導をする教育に努めます。 

・また、児童生徒に対する指導だけでなく、保護者を対象にした研修会を実施し、児童

生徒をインターネットに関わる被害から守るための効果を高めるように取り組んでい

きます。 

 ・広く市民に対しても、インターネットを利用する際、人権を侵害するような情報の掲

載をしないことはもちろん、利用上のルールやモラルを守るよう啓発に取り組んでい

きます。 

 ○関係機関との連携 

 ・インターネット上での、誹謗中傷などの人権を侵害する情報の掲載確認や対応につい

て、関係機関と連携を図って取り組んでいきます。 

 

 意識調査結果：インターネットによる人権侵害をなくすためには、特にどのようなこと

が必要だと思いますか。 
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９ その他の人権問題 

 

  これまで個別に取り上げた人権問題のほかにも、人権に関する市民意識調査で関心が

あるとされた問題や、国が「人権課題」としてあげている問題があります。 

 

○北朝鮮当局による拉致問題  

1970 年代から 1980 年代にかけて、日本人が不自然な形で行方不明となった事件

が発生し、北朝鮮当局による拉致の疑いが持たれるようになりました。そして、2002

（平成 14）年９月の日朝首脳会談において、北朝鮮当局が初めて日本人の拉致を認め、

謝罪し、同年 10 月に新潟県出身の３人を含む５人の拉致被害者が帰国しました。 

しかし、国が認定した北朝鮮当局による拉致被害者の他に、拉致された可能性を完

全に排除できない失踪者、いわゆる特定失踪者の方も数多くおられるにもかかわらず、

北朝鮮当局はいまだに問題の解決に向けた具体的行動をとっておらず、北朝鮮に残さ

れているすべての拉致被害者の安全を確保し、速やかに日本に連れ戻さなくてはなり

ません。北朝鮮当局による拉致問題は、深刻な人権侵害であり、我が国の主権及び国

民の生命と安全に関わる重大な問題です。 

2006（平成 18）年に「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に

関する法律」が施行され、地方自治体と国が連携し、拉致問題による人権侵害に関す

る啓発を図るよう努めることになりました。 

国や県の拉致問題解決に向けた施策、特定失踪者や拉致被害者の家族会などの活動

に連携・協力するとともに、さまざまな機会を通して市民に対し問題の解決を訴える

など、全面解決に向けた取組に努めます。 

また、拉致被害者等が、帰国後に安心して暮らすことができるように配慮します。 

 

 ○東日本大震災に起因する人権問題  

   2011（平成 23）年 3 月 11 日に発生した東日本大震災とそれに伴う原子力発電

所の事故により、多くの人々が避難生活を余儀なくされています。そのような中で、

放射線被ばくについての風評等により、子どもが避難先の学校でいじめられたり、賠

償金に関する嫌がらせを受けたりした等の人権問題が、各地で発生しています。 

本市でも、福島県から避難された方々が生活しています。放射線等についての正し

い知識や理解を深めるなど、根拠のない風評に惑わされることなく、避難されている

方々の心情を思いやり、人権侵害や偏見・差別が起こることのないよう啓発活動を推

進します。 
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 ○犯罪被害者やその家族 

犯罪被害者やその家族は、精神的・経済的に大きな苦悩を強いられますが、それだ

けでなく、マスメディアによる行き過ぎた取材や報道によるプライバシーの侵害、イ

ンターネット上での興味本位のうわさや心ない中傷などにより名誉が傷つけられるな

どの二次的被害の問題が指摘されています。 

犯罪被害者等の権利や利益の保護を図るため、2005（平成 17）年に「犯罪被害者

等基本法」が施行されましたが、社会全体としても犯罪被害者やその家族の人権に配

慮するよう啓発活動を推進します。 

 

○新潟水俣病被害者等 

県内の重大な人権問題に新潟水俣病問題があります。 

これは、有機水銀が阿賀野川に排出されたことにより、流域の住民に健康被害が発

生しただけでなく、その被害者や家族に対し病気を理由とした偏見や差別を生み出し

たという問題です。また、補償金を受け取ることで中傷を受けることもあり、患者で

あることを言い出せない人もいます。 

県は 2009（平成 21）年に「新潟水俣病地域福祉推進条例」を制定し、患者の人権

に配慮した施策を進めていますが、今なお被害者の苦しみは続いています。 

県をはじめとする関係機関、団体と連携して、新潟水俣病に対する偏見や差別を解

消するための啓発活動を推進します。 

 

 ○ＬＧＢＴに対する差別問題 

   人権に関する市民意識調査における「どの人権問題に関心がありますか」の設問で

は、男女合わせた順位で 10 番目と、高い順位ではなかったため、本市での関心度は高

くはありません。 

   しかし、人は必ずしも生物学的な性と自己意識の性（こころの性）が一致している

とは限らず、生物学的な異性を好きになるとも限りません。女性が女性を好きになる

レズビアン、男性が男性を好きになるゲイ、男性も女性も好きになるバイセクシャル、

からだとこころの性が一致しないトランスジェンダーの頭文字をとってＬＧＢＴとい

う言葉がよく聞かれるようになってきました。データによっては、一定の割合でＬＧ

ＢＴに該当する人が存在するとのことですが、いまだ理解が進んでいないために、差

別や偏見を受けることにつながる恐れがあります。 

   ＬＧＢＴに対する知識や理解度が低い地域ほど、そこに住む当事者はより強く生き

づらさを感じていると推測されますし、そのような地域では偏見や人権侵害が発生す

る可能性も高いと考えられます。 

   ＬＧＢＴに対する人権侵害を防ぐために、人権に関する市民意識調査の意見でもあ

るように、教育や広報等で、理解を深めていくよう努めます。 
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 ○刑を終えて出所した人 

刑を終えて出所したとしても、罪を犯したとされる人やその家族に対する偏見や差

別は根強く、就職や住居の確保が困難であるなど、社会復帰を目指す人たちにとって、

厳しい状況にあります。そのため更生が妨げられ、再犯をしてしまうなど、社会的に

も大きな損失となってしまうことが考えられます。 

刑を終えて出所した人が円滑な社会復帰をするには、周囲の人々や地域社会の理解

と協力が必要ですので、刑を終えて出所した人に対する理解を深めるよう啓発を推進

します。 

 

 ○その他 

   国が「人権課題」としてあげている問題としては、さらに「アイヌの人々」、「ホー

ムレス」などに関する問題があります。これらの問題を含め、あらゆる人権問題に対

し、市民の一人ひとりが理解を深めるよう教育・啓発を推進します。 
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第５章 計画の実現に向けて 

 

 

１ 庁内体制の整備 

 

  本計画の施策を総合的かつ効果的に推進するためには、庁内の関係課等の連携・協力

が必要となることから、「庁内人権教育・啓発推進会議」を組織し、相互の情報共有を図

り、緊密な連携体制を整備します。 

  関係課等については、この計画の趣旨を十分に踏まえ、各種施策を積極的に推進する

こととします。 

 

 

２ 関係機関との連携 

 

 (1) 行政機関との連携 

本計画を総合的、効果的に推進するため国や県の担当部局と協力を図っていきます。 

また、中越地域人権啓発活動ネットワーク協議会（中越地域の新潟地方法務局各支局、

管内各人権擁護委員協議会及び本市を含む管内各市町村で構成）、長岡人権擁護委員協議

会などの関係機関との連携を強化し、情報の共有、事業の共催などを積極的に行い、地

域の実態の把握に努め、効果的な人権教育・啓発を推進します。 

 

 (2) 関係団体等との連携 

行政機関に限らず、さまざまな事業所や人権関係団体などとも連携し、人権教育・啓

発を推進していきます。 

このため、事業所や関係団体などへの情報提供を行うとともに、相互の交流を深め、

市民協働で幅広い組織づくりなど連携・協力体制の強化を図りながら、効果的な人権教

育と人権啓発を推進します。 

 

 

３ 計画の評価と見直し 

 

  本計画の推進に当たっては、学識経験者等で構成する「小千谷市人権教育・啓発推進

懇談会」において、施策の進捗状況を点検及び評価し、その結果を以後の施策に反映させ

るように努めます。 

  計画の見直しに際しては、市民意識調査の結果及び各種施策の進捗状況を検証し、そ

の結果等を、次期計画に反映させます。 
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４ 数値目標 

 

  本推進計画をより実効性のあるものとするためには、実施した施策の成果や達成状況

を数値により示すことが重要です。 

  次期計画策定時に実施する市民意識調査の数値を次のとおり施策指標として設定しま

す。 

項    目 

現況値 

2017（平成２９）

年度 

目標値 

2022 年度 

「人権や差別の問題に関心があるか」の問いに「関心

がある」、「少し関心がある」と回答する人の割合 
78.2% 85.0% 

「身のまわりでは人権が守られているか」の問いに「守

られている」、「だいたい守られている」と回答する

人の割合 

85.7% 90.0% 

自分の人権が侵害されたと感じたことがない人の割合 62.0% 70.0% 

国内に同和問題や同和地区があることを知っている人

の割合 
49.7% 60.0% 

部落差別解消推進法を知っている人の割合 13.5% 30.0% 

身元調査についての問いに「ある程度はしかたがな

い」、「当然のこと」と回答する人の割合 
56.1% 45.0% 
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<参考資料>  ※ 以下の法律等を掲載予定 

・人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

・新潟県人権教育・啓発推進基本指針 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

・本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律 

・部落差別の解消の推進に関する法律 

 等 

 

○策定までの経過 

・委員名簿 

・策定の経緯 

 

○人権関係相談窓口一覧 
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